
は じ め に

情報社会の急速な発展に伴い、コンピュータ

やインターネットを利用した個人情報処理が、
大量に行われている。ここで、情報の取り扱い
を誤ってしまうと、個人に重大な損失や不利益

〈研究ノート〉

臨床実習における個人情報保護について
──現状と課題──

西 井 正 樹＊，山 本 美 紀＊，出 田 めぐみ＊，
辻 陽 子＊，祐 野 修＊

The handling of Personal Information Protection in the practice

──Situations and Issues──

Masaki Nishii, Miki Yamamoto, Megumi Izuta,

Yoko Tsuji and Osamu Sukeno

要旨：2005年 4月個人情報の有用性に配慮しながら、個人の権利、利益を保護する
ことを目的に「個人情報の保護に関する法律」が全面施行された。個人にとっての活
動の意味が重要視される作業療法の目的は、社会生活への適応力向上であり、利用者
の個人的な情報を理解することが求められる。個人情報を扱うにあたっては、学校と
実習施設それぞれに方針や考え方、規則があり、対応も複雑である。学生が理解して
実践することは難しく、学内での個人情報保護を習得することが重要になる。
本稿では、実習施設の作業療法士を対象にしたアンケート調査を行い作業療法実習
における個人情報保護の指導方法について検討、考察した。
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を招くことになる。このようなことを背景に、
2003年 5月 30日に「個人情報保護に関する法
律」［平成 15年法律第 57号。（以下個人情報保
護法）］が公布され、2005年 4月 1日に全面施
行された。
個人情報保護法は、官民を通じた個人情報保
護の基本理念を定めた部分と、民間事業者の遵
守すべき義務を定めた部分で構成されている。
民間事業者の中でも、医療・福祉分野は、生命
の尊厳に関わる領域であり、個人情報の取り扱
いを厳正に行うことが求められる。2003年内
閣府による「個人情報保護に関する世論調
査」1）では、40.9％の人が他人に知られたくな
い個人情報として、「病歴や身体の障がいなど
の記録」をあげた。当然のことだが、作業療法
分野においても、病歴や障がいに関する情報を
適正に取り扱う必要がある。
個人情報保護法により、作業療法士養成教育
では、学外（病院や施設など）における臨床実
習での患者や利用者に関する個人情報の保護の
方法を指導していくことが重要になった。関西
医療技術専門学校（以下本校）作業療法学科
（以下本学科）では、平成 18年度より実習施設
の協力を得ながら、実践に繋がる取り組みを行
っている。両角2）は臨床実習と個人情報保護に
ついて質問紙法による調査を行っている。その
報告では、実習生受け入れに際して、施設ごと
の契約方法や、実習生が患者の個人情報利用に
関する同意等において、さまざまな対応をとっ
ていることがわかる。そこで、2005年から施
行された個人情報保護法についての概要をまと
める。そして、実習施設の個人情報保護法の実
態について調査の結果から、臨床現場での認識
を再確認する。また、本学科での個人情報の取
り組みを紹介し、その妥当性や今後の課題つい
て考察を加えることを本稿の目的とする。

Ⅰ 個人情報保護法の概要

個人情報保護法とは、「高度情報通信社会の
進展に伴い、個人情報の利用が著しく拡大して

いることにかんがみ、個人情報の不適切な取り
扱いによって、さまざまな『個人の権利利益』
が侵害されることを、未然に防止するために、
個人情報を取り扱う際に守るべき適正なルール
を定める法律である」とある3）。具体的に個人
情報とは、住所・氏名・年齢・職業・電話番号
・メールアドレス等であり、医療の分野では、
診療録・評価用紙・保険証等がこれにあたる。
病院・施設・事業所等で、この特定の個人情報
を分類し、目次索引等をつけ、第三者によって
容易に検索可能にしておくものを個人情報デー
タベースといい、データベースを構成する個人
情報を個人データという。この章では、個人情
報保護法の制定の背景とその内容について整理
し、医療・介護における個人情報利用について
述べる。

1．個人情報保護法の制定とその背景
今日の個人情報保護法の流れには、コンピュ
ータやインターネットの普及によるプライバシ
ーの権利概念に対する考え方が、影響してい
る。先進国では、1970年の旧西ドイツのヘッ
セン州の「データ保護法」を皮切りに、1973

年スウェーデンでの「データ保護法」、1974年
アメリカ「プライバシー法」等が制定されてい
った4）。一方では、各国の個人情報に対する規
制内容に違いが生じ、世界規模の多国籍企業
が、流通等に大きな支障をきたすようになって
きた。そこで、経済開発協力機構（以下
OECD）が貿易における国際的なルールを統一
し、1980年「プライバシー保護と個人データ
の国際流通についてのガイドラインに関する
OECD 理事会勧告」を採択した。この勧告は、
自由な流通の調和を強調しつつ、①目的明確化
の原則 ②データ内容の原則 ③収集制限の原
則 ④利用制限の原則 ⑤安全保護の原則 ⑥
公開の原則 ⑦個人参加の原則 ⑧責任の原則
の 8原則（表 1）を謳っている。これが、加盟
国内での個人情報保護法制の原則となり、日本
国内でもこの原則に基づき、個人情報保護法制
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定の機運が高まった5）。
日本では、1988年に公的機関を適応対象と

する「行政機関保有電子計算機処理個人情報保
護法」が制定された。これは、公的機関に適用
される法律で、民間事業者には、判例法上のプ
ライバシーの権利を除いて、自主規制すること
が求められていた。そんな中、政府主導で「住
民基本台帳ネットワークシステム」の構築が進
められていたが、21万 7617件の情報が流失し
た宇治市の住民基本台帳データ漏洩事件6）が、
社会問題化した。ここで、住民基本台帳のデー
タが、委託事業から流失した場合に、民間事業
者を規制すべき個人情報保護に関する法律が未
制定のままでは、法制上の対応ができない状況
が明らかになった。
そこで、1999年プライバシーの権利の概念、
利益の変化や OECD 8 原則に対応する必要性
から、民間事業者を含めた個人情報保護に関す
る基本法制の制定が打ち出され、さらに 2003

年 5月、関連する法案とともに「個人情報保護
関連 5法」が国会で可決され、2005年 4月個
人情報保護法として全面施行されることになっ

た。

2．個人情報保護法の内容
（1）個人情報保護法の分類
個人情報保護法は、個人情報の適正な取り扱

表 1 個人情報取り扱い事業者の義務について

OECD 8原則 内 容 個人情報保護法との対応

○目的明確化の原則 収集目的を明確化にし、データ利用は収集目的
に合致するべき

第 15・16・23条
○利用制限の原則 データ主体の同意がある場合、法律の規定によ

る場合以外は目的以外に利用してはならない

○収集制限の原則 適法・公正な手段により、かつ情報主体に通知
又は同意を得て収集されるべき 第 17条

○データ内容の原則 利用目的に沿ったもので、かつ、正確、完全、
最新であるべき 第 19条

○安全保護の原則 合理的安全保障措置により、紛失・破壊・使用
・修正・開示等から保護するべき 第 20・21・22条

○公開の原則 データ収集の実施方針等を公開し、データの存
在、利用目的、管理者等を明示するべき

第 18・24・25・26・27条
○個人参加の原則 自己に関するデータの所在及び内容を確認さ

せ、又は意義申し立てを保証すべき

○責任の原則 管理者は諸原則実施の責任を有する 第 31条

厚生労働省『OECD 8原則と個人情報取り扱い事業者の義務規定の対応』5）一部改変

図 1 「個人情報の保護に関する法律」のモデル
内閣府国民生活局「個人情報の保護に関する法律」
一部改変
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いや基本理念、国等の責務施策を述べた「基本
法制」と、公的部門と民間部門について述べた
「一般法」からなる。公的部門は、国の行政機
関、独立行政法人、地方公共団体が対象にな
る。民間部門では、「経済産業分野」「通信分
野」「医療分野」「金融分野」が、それぞれの管
轄に分けられ、分野ごとに各省がガイドライン
を告示し、その遵守を求めている（図 1）。
（2）医療・福祉における個人情報保護法の内容
医療の世界において、個人の秘密を守るとい
うことは、古くは「ヒポクラテスの誓い」に書
かれている。わが国でも、憲法第 13条の「個
人の尊重」を理念として、「刑法第 134条第 1

項」で、「守秘義務」が課せられており、その
職種に医師等が挙げられている。刑法にない医
療職である作業療法士には、「理学療法士およ
び作業療法士法第 16条」で守秘義務が規定さ
れている。厚生労働省は、個人情報保護法の対
象となる病院・診療所・薬局や介護保険法の規
定する居宅サービス事業を行う事業者に対し
て、「医療・介護関係事業者における個人情報

の適切な取り扱いのためのガイドライン」7）を
定めた。このガイドラインは、個人情報の適正
な取り扱いの確保に関する活動を支援するため
に定めるもので、厚生労働大臣が法を執行する
際の基準としている。特に医療分野では、個人
情報の性質や利用方法等から、適正な取り扱い
の厳格な実施を確保する必要がある。介護分野
でも、事業者は多数の利用者やその家族につい
て、他人が容易には知り得ないような個人情報
を詳細に知り得る立場にあり、医療分野同様
に、個人情報の適正な取り扱いが求められる。
厚生労働省のガイドラインで、医療介護関係
事業者は、個人情報保護法の基本法制と比べて
も、厳しい内容が定められている。1点目は、
取り扱う個人データの数についてである。個人
情報保護法の法令上、「個人情報取扱事業者」
として義務等を負うのは、特定の個人データの
合計数が、過去 6ヶ月以内のいずれの日におい
ても、5,000を超えない事業者を除くとされて
いる。しかし、病院事業者では、取り扱い件数
が 5,000以下の場合でも本ガイドラインを遵守

表 2 作業療法評価：情報の種類

情報の種類 情報源 情報の内容

基礎情報 処方箋（指示箋） 氏名、年齢、性別、住所、主治医名、疾患名、発症（受傷）月日、手術の
日付と種類、合併症、処方先（PT、OT、ST など）、処方（依頼）内容

医学的情報
病棟カルテ 医学的検査の内容と結果、病状、病棟 ADL の状況、家族構成、家族関係

（主介護者）、職業、経済状況、社会保険の種類
リハカンファレンス
資料

担当者名、リハカンファレンスの日付、治療目標（リハゴール）、各職種
の評価と短期目標

生活機能と
機能障害

作業療法評価（面接
・観察・検査・測定）

①心身機能（生理学的・精神心理学的側面）
②身体構造（解剖学的側面）
③活動〔日常生活活動（ADL）、生活関連活動（APDL）、代償手段の適用、
コミュニケーション能力、対人関係技能〕

④参加（家庭、職業、教育、社会生活への適応、余暇活動への参加）

環境因子

対象者、家族、SW、
職場、教師、自治体、
障害者団体などから
聴取

①人的環境（家庭介護力、親族、近隣、ボランティアなどの協力度）
②物的環境（家屋・公共交通機関・道路・建築物などのバリアフリー度、
福祉用具の普及度）

③文化的環境（障害者に対する個人の態度や社会的包容力）
④社会政策（介護支援制度、教育保障、職業的自立支援、生活保障などの
国・自治体の制度政策）

個人因子 対象者、家族、関係
者からの聴取

個人の人生や生活の特別な背景（個性、ライフスタイル、習慣、生育歴、
教育歴、人生の出来事、経験、困難への対処方法など）

岩崎テル子 小川恵子『作業療法評価学』20）
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する努力が求められている。2点目は、期間に
関することである。法律上、「個人情報」は、
生存する個人に関する情報と規定されている。
しかし、本ガイドラインでは、死亡した後にお
いても、当該患者・利用者の情報を保存してい
る場合には、漏洩、滅失又は毀損等の防止のた
め、個人情報と同等の安全管理措置を講ずるも
のと定められている。さらに、業務の性格上、
個人の人格尊重の理念の下に、個人情報を慎重
に扱うことが指摘されている8）。
一方、医療・介護分野では、研究に個人の診
療情報、要介護認定情報等を利用する場合が多
い。また、患者についての症例発表やプレゼン
テーションを行うことは、適切で均一な医療サ
ービスを提供するために必要なことであり、関
係する専門職の自己研鑽の機会にもなり得る。
日本国憲法第 23 条では、基本的人権である
「学問の自由」の保障への配慮から、学術研究
を目的に、個人情報を利用することは認められ
ており、個人情報を取り扱う場合は、法による
義務等の規定は適用しないとされている。その
ため、自主的に適正な情報の取り扱いを確保す
るための措置を講ずる必要が生じる。医学研究
分野の関連指針9～12）やユネスコ国際宣言13）、医
療・介護関係事業者における個人情報の適切な
取り扱いのためのガイドラインの内容について
も留意する必要がある。

Ⅱ 作業療法職域における個人情報のとらえ方

作業療法の臨床活動は、保健・医療・福祉な
ど広い分野で、行われている。そのため、個人
情報保護は、基本的にそれぞれの分野のガイド
ラインに基づいて行われる。また、作業療法士
の職業団体である日本作業療法士協会（Japa-

nese Association of Occupational Therapists：以
下 JAOT）は、作業療法士職業倫理指針14）にお
いて「第 7項 安全性への配慮・事故防止」、
「第 8項 守秘義務」、「第 13 項 研究倫理」、
「第 15項 法の遵守」の 4項目で、個人情報の
取り扱いについて述べている。

1．作業療法の目的と役割
作業療法の基本理念は、「人は作業すること

でよりよい自分になれる」ということである。
作業療法では、「人間が、生まれながらに親し
んで用いてきた生活行為としての作業を治療の
手段とする。」15）とあり、これは「人が作業する
ことで環境に働きかけ、その体験を通して人は
成長し、その人が形作られていくという」考え
方である。作業療法では「その人自身が、自分
にとって意味のある作業を見つけて自主的に作
業を行うこと」が治療でもあり、また目的とも
なる。
作業療法を定義からみると、JAOT は、「作

業療法とは、身体または精神に障害のある者、
またはそれが予測されるものに対して、その主
体的な生活の獲得を図るため、諸機能の回復、
維持または開発を促す作業活動を用いて行う治
療、訓練、指導および援助を行うことをい
う」16）と述べている。また、世界作業療法士連
盟（World Federation of Occupational Thera-

pists：以下 WFOT）は、「作業療法とは、一時
的であるか恒久的であるかを問わず、身体的ま
たは精神的に機能障害、能力不全、もしくは社
会的不利にある人々に関与する保健の分野であ
る。専門的な資格をもった作業療法士は、そう
した人々の職業的、社会的、個人的および家庭
的環境のニードを満たし、また生活に最大限に
参加することを援助する目的で、機能の回復や
機能を最大限に生かすために計画された、種々
の作業活動に参加させることである。」17）と述べ
ている。（1984、1993年 作業療法士養成課程
許可基準による定義）

JAOT は、作業療法の目的を「主体的な生活
の獲得」という抽象的な表現をしているが、
WFOT は「ニードを満たし、生活への最大限
の参加を援助する」という具体的な表現で述べ
ている。また山根は、「作業はそのものが固有
の目的をもっているため、作業や作業活動にと
もなう行為や結果が社会的、個人的な価値や意
味を伴う。また本人の主体的な行為がともなっ
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て初めて効果がある作業療法にとって、そうし
た作業や作業活動の意味性は、その効果を左右
する要素の一つである。」18）と述べている。現在
作業療法では、利用者の健やかで幸せな日々の
暮らしを考える時、意味のある作業・作業活動
に、いっそう重点をおいて実践されているとい
える。
このように作業療法は、心身の諸問題を抱

え、不十分な社会生活をやむなくされた人々と
共に、その問題解決にあたり、さまざまな体験
を通して、人生の意味、価値、体験を再獲得あ
るいは発見していこうとするものである19）。特
に、利用者の人生の意味や価値を考えることは
作業療法の核ともいえ、そのためには、これま
でその人が経験してきた作業の内容や質、趣味
や興味、役割や人生を通して大切にしてきたこ
となど、より個人的で核心的なことを知る必要
が生じる。作業療法は個人の根幹に関わる情報
を扱う機会を持つ可能性の高い専門職であると
いえる。

2．作業療法における個人情報の理解と活用
作業療法で利用者の援助をしていくために

は、利用者を知ること（＝評価）が大切にな
る。作業療法の評価とは、個人にとって価値が
あり必要と感じている、「セルフケア」「仕事」
「レジャー」などの活動を行うため、どの程度
の能力があるのかを知ることといえる。その状
態について、多方面からの情報収集と解釈、お
よび文書化を含めた活動全般が作業療法評価で
あるといえる。また、岩崎20）は、評価の特性を
いくつか述べているが、その中に「作業療法
は、対象者の全人間的側面を見る実践である。
身体病理から社会的制約まで、あらゆる機能レ
ベルを評価しなければならない。」「対象者中心
主義の実践であるため、対象者のニーズ、欲求
に合わせた実践を行うためには、個人史、現在
の症状、将来の希望や役割、動機や意思・意欲
など多面的に評価する必要がある。」という部
分がある。これは、作業療法評価を行うとき

に、個人が特定化されるような、あるいは個人
の内面を表面化するような情報が必要であるこ
とを示している。さらに、作業療法実践の中に
は、それを収集・解釈・文書化し、利用者本人
や、他職種に適切に伝達する手順や技術が必要
になってくる。
作業療法評価で、利用者の全体像を把握する
ための情報の種類は表 2のようなものである。
この表で示されている基礎情報と医学的情報
は、「一般情報」としてどの職種にも必要な情
報であるといえる。作業療法実施上重要な内容
として、環境因子や個人因子がある。内容を見
ると、一般情報と類似した、あるいはより詳細
な事項が含まれていることがわかる。こうした
情報から必要な内容を抽出し、必要な範囲内で
理解していくことが、作業療法の過程で必要に
なる。また、カルテ記載や他部門との連携の中
で、目的に応じて匿名化した形に加工すること
が求められる。

Ⅲ 本学科における個人情報保護法
に関する取り組み

1．作業療法士養成と個人情報
我が国の作業療法教育カリキュラムでの学外
臨床実習は、810時間であり、おおよそ全体の
3分の 1を占めている。これは、作業療法教育
における実習の重要性を意味する。実習なかで
学生は作業療法士になる以前から、さまざまな
情報を取り扱うことになる。
リハビリテーション系学科をもつ私立学校で
組織している全国私立リハビリテーション学校
連絡協議会は、平成 18年に個人情報保護に関
する養成校間での認識の統一を目的に「個人情
報保護のためのガイドライン」21）を作成した。
このガイドラインの内容は、入学試験・学籍簿
・個人情報・臨床実習に分けられ、各々に取り
決めを行っている。特に臨床実習では、「デー
タ収集にあたってのカルテの取り扱い」、「自宅
学習における患者情報の保管」、「レポートの作
成」、「症例発表、プレゼンテーション」につい
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ての方針が取り決められている。また、山本22）

は、「養成校での教育を考えたとき、臨床での
実習における『実習生』『指導者および施設職
員』『患者あるいは対象者』の各々の関係につ
いて、個人情報保護が存在する。」と述べてい
る。

2．本学科における個人情報保護に関する指導
作業療法を含む医療関連専門職の養成の課程
では、臨床実習期間中のレポートや、実習終了
後、養成校に持ち帰っての学内でのプレゼンテ
ーション、卒業研究などで、症例の個人情報を
利用する必要が生じてくる。個人情報を利用す
ることに慣れていない実習生には、教育と指導
を行い、個人情報保護の対策を講じなければな
らない。しかし、個人情報の取り扱いは、養成
校及び、実習地独自の解釈と指導が行われてい
るのが現状である。
本学科では、この個人情報管理に関する取り
組みを臨床実習の一部に位置づけ、独自の指導
を行っている。指導の内容は 2003年の厚生労
働省のガイドラインと、全国私立リハビリテー
ション学校連絡協議会の、「個人情報保護のた
めのガイドライン」の内容を参考に、してい
る。また指導の具体的な指針や課題は「医療・
介護関係事業者における個人情報の適切な取り
扱いのためのガイドライン」を参考に、本学科
教員が作成したものを用いている。
（1）学生指導の概要
本学科では、行動には目的や意味があるとい
うことを学生が理解することを大切にしてい
る。個人情報という視点でいうと①：作業療法
士として、個人を知ること、その内容を利用者
と共有することの大切さを理解すること、②：
自分の集めた情報は利用者にとって本当に大切
なものであることを理解すること、③：①②が
ある故に個人情報は大切に管理することが必要
であること、という基本事項を理解できるから
こそ適正な管理ができるようになると考えてい
る。指導内容は情報の匿名化を徹底すること、

記録には最低限必要な情報だけを抽出するこ
と、自分が持ちえた情報の管理を徹底すること
の 3つに要約できる。
課題は実習で学生が取り組む内容に合わせて
設定している。本学科での実習は、3年間合計
6回である。内容と期間は、1年次見学実習が
3日間・2施設の計 6日間、体験実習が 2週間、
2年次評価実習が 3.5週間、臨床実習が 6週間、
3年次臨床実習が 8週間、保健福祉実習が 2週
間である。それぞれの実習前に必要な指導を行
い、実習中、及び終了後に実践と評価が行われ
る。
実習での個人情報保護に関する課題は、基本
課題（図 2）と発展課題（図 3）の 2つに分け
られている。基本課題は臨床場面で生じる基本
的なことがら全般に通じることで、すべての実
習で取り組む課題である。発展課題は、個別の
症例を担当する時に必要な課題であり、2年評
価実習（9月実施）以降の実習で基本課題とあ
わせて取り組むことになる。
（2）学生指導の実際
まず、入学時オリエンテーションや、1年生
前期に行う作業療法概論の授業で個人情報保護
について大まかに講義を行う。次に、見学実習
の事前学習で、個人情報保護の意味と目的、
「匿名化」「取り扱い」「保管」などの方法につ
いて詳細に説明する。そして、匿名化について
の理解と技術の習得を目指し、「模擬症例を通
じての匿名化の練習」を行う。具体的には、学
校側で作成したカルテより、施設名・個人名・
薬品名などの匿名化と発症年月日・入院年月日
・生年月日・作業療法開始日など、個人を特定
できる情報を処理する演習を行う。あわせて、
個人記録の保管方法を配慮すること、実習施設
を特定できるものと個人記録を持ち合わせない
ことを指導している。
実習場面を想定した課題も行う。基本課題に
ついては、施設名や実習指導者名などの固有名
詞を使用しない実習ノートの作成方法、特定の
日付や施設の呼称を記録しないなどの個人情報
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記録の書き方、検査用紙などの個人記録の保管
方法について、意味や目的を理解したうえで実
行できるよう講義・演習を行っている。

課題の遂行度、達成度は、行動目標をあげ
た、評価表をもとに行っている。実習中に学生
自身が自己評価を行い、実習指導者から評価を

図 2 基本課題

図 3 発展課題
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受ける。実習修了後には教員が、実習ノートや
記録物を確認すること、終了後のセミナーでの
資料の内容や作成方法、取り扱い方などを通し
て評価している。

2年次の評価実習以降の実習では発展課題に
も取り組むことになる。この実習から、学生
は、1 人の患者や利用者を担当することにな
る。より深い個人情報を扱うため、その取り扱
いには慎重に対応する必要が生じてくる。その
ため、個人情報の匿名化を徹底し、また漏洩を
防ぐ手立てを理解するため、より臨床に近い、
具体的な課題を設定している。
発展課題では、診療カルテに記載されている
個人の基礎的な情報を、一般情報記録シート
（図 4）にまとめ、実習中の学生の記録とは分
けて取り扱うようにしている。一般情報記録シ
ートには、氏名・年齢・利き手など個人に関す
る情報、診断名・既往歴・検査・服薬など医療
に関する情報、家族構成・本人や家族の主訴な
ど社会的情報、他の専門職からの情報収集を記
入する他部門情報を記載する。
臨床実習では、自宅から施設まで、実習ノー

トを頻繁に持ち運ばなければならず、紛失や置
忘れなどのリスクも高い。そこで、個人の基礎
的な情報は、一般情報記録シートに手書きで記
入することとし、データ化や、複写をしないこ
とを基本にしている。記入した一般情報記録シ
ートは、施設に保存することにしているが、一
部のみ複写し、自宅に持ち帰って、そこで保管
するようにしている。症例レポートには、一般
情報は含まず、作業療法に関する内容のみとし
ている。実習中の症例報告や学校での症例発表
時にも、一般情報は複写配布せず、口頭のみで
の発表としている。一般情報記録シートの自宅
保管分に関しては、実習終了後、ただちに本学
科にて回収、保管し、症例発表などでの使用が
終了した時点でシュレッダーを用いて廃棄して
いる。こうすることで、データとして流出して
しまうことや、レポート修正のたびに印刷を繰
り返すこと、その記録媒体や印刷物を持ち運ぶ
こと機会を最小限にすることができる。
この課題の遂行度、達成度は、基本課題と同
様、実習中に学生自身、実習指導者が評価し、
終了後の症例報告会での個人情報に関する保管
方法や発表内容、実習記録の内容から最終的に
教員が評価し、不十分なところがあれば、指導
している。
（2）作業療法の視点からみた個人情報と学生の

指導
本学科の個人情報保護の取り組みの大まかな
内容・方法は、前述のとおりであるが、これは
多くの専門職に共通する部分である。作業療法
では、これに加えて、利用者の作業や活動の社
会的、個人的な価値や意味を考慮すること、こ
れにあわせて、必要な範囲を考えて匿名化の加
工をすることが必要になってくる。これは、学
生にとってかなり難しい課題になるが、作業療
法の根幹について考える機会を提供することに
もなり、非常に重要な課題といえる。
例えば、コンビニエンスストアで 3ヶ月間ア
ルバイトをしていた A さんと、公立高校で 30

年間社会科の教師をしていた B さんについて図 4 一般情報記録シート
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考えてみる。お互いの具体的な職歴は、その人
の人生や暮らしを形作ってきたものであり、A

さん、B さんを本当に理解するための重要な要
素となる。なぜならば、作業療法では、職種や
労働時間、労働形態、その職種の作業の特徴
（問題処理の仕方や対人交流技術、作業能力、
体力や認知的側面など）や社会的な意味合いな
どを踏まえ、その人がどのように、その作業に
取り組んできたかを考えることが、その人らし
さを理解する上での重要な要素であると捉えて
いるからである。
この情報は、カルテには、3 ヶ月間 C 店で

アルバイトの経験ありや、30年間 D 高校で教
師をしていたと、具体的なコンビニエンススト
アの店名や、高校名が記載されていることが多
い。しかし、作業療法では、コンビニエンスス
トアの店名や高校名が重要であることは少な
い。店員としてどのような内容、時間で業務を
重ねてきたのかという経験や、高校教師として
社会的に求められる役割をどのようにとらえ
て、何を大切にして生きてきたのか、という経
験が重要になることが多い。その中で作業療法
に必要となる情報を考え、その人らしさを大切
にしながら、対応することが重要となってく
る。そのため、情報を表現する場合には、作業
療法を進める上での必要性と意味が重要になっ
てくる。
このように、情報の中から重要な場面を切り
取って記録していくことは学生には難しい課題
であり、実習中に指導者の指導のもとに、その
内容について十分吟味することが必要になる。
さらに、他職種との連携をするとき、個人情報
のどの部分を情報として取り上げるのか、利用
者のことをどのように伝えていくのかを考える
ことは、学生が利用者の理解を深めることにつ
ながる。また、他職種とリハビリテーションの
目的や方針を共有し、その人にとってのよりよ
い治療に生かすための、大切な手段にも成り得
ると考えられる。

Ⅳ 実習施設での個人情報保護の現状と
学生指導上の課題（アンケート調査より）

1．目的
アンケート調査の目的は、1つは、病院・施
設の個人情報管理の実態把握である。2006 年
に理学療法士の両角がアンケート26）調査を行っ
ている。この結果と比較することで、リハビリ
テーション分野での個人情報管理の変遷と実態
を把握することができると考える。2つには本
学科での取り組みに対する意見を集約し、本学
科で実施している指導全体の妥当性を検討する
ことである。また、その結果により、本学科の
個人情報に関する指導の内容を再考することで
ある。

2．調査方法
（1）アンケート内容
アンケートの内容は、「医療機関・介護施設

での個人情報管理の現状」と「個人情報保護に
関する実習での取り組み」についてである。
「医療機関・介護施設での個人情報管理の現状」
は、16項目で、「個人情報保護に関する実習で
の取り組み」については、4項目である。この
アンケートは、倫理的考慮として任意であるこ
と、個人を特定できないように無記名で行い、
協力を得た。
（2）調査対象
アンケート実施施設は、平成 19年から 21年

7月までに、本校作業療法学科の学生が評価実
習・臨床実習を行った病院および施設である。
（3）実施期間及び回収率
アンケートは、平成 21年 7月から 8月にか

けて、郵送にて行った。「医療機関・介護施設
での個人情報管理の現状」は、93施設に送付
して、49 施設から回答を得た（回収率 52.7

％）。「個人情報保護に関する実習での取り組
み」は、実際に本学科学生を指導したことのあ
る 163人に送付し、80人から回答を得た（回
収率 49.1％）。
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3．結果
（1）病院・施設における個人情報管理の実態に

ついて
「医療機関・介護施設での個人情報管理の現
状」のアンケート結果を表 3に示す。両角のア
ンケート結果と比較したところ、大きく変化し
た傾向は見ることはできなかったが、いくつか
について詳細にみると変化を読み取ることがで
きた。変化が見られたのはハード面、治療実施
状況の説明の対象、実習生の受け入れについて
である。個人情報を取り扱うシステムについて
の項目のうち、「患者の管理名簿使用のコンピ
ュータは、インターネットなどと独立している
か」について、「独立している」と答えた施設
は 44.9％、「NET・LAN につながっている」施
設は 46.9％、「コンピュータを使用しない」0％
であった。両角のアンケートでは、「独立して
いる」が 46.0％、「NET・LAN で繋がってい
る」が 42.0％、「コンピュータを使用しない」
が 12.0％であった。また、リハビリテーショ
ン部門では 100％の施設がシュレッダーを利用
していた。
次には「リハビリテーションの計画書を説明
する相手の規定」に関してみてみる。この設問
では、両角のアンケートでは回答肢になかった
「セラピストに任せている」の項目を追加して
いる。これは上記内容について、病院や施設か
らの指導がなく、セラピスト個人の意思に任さ
れていたという、筆者の経験からの判断であ
る。説明する相手は本人または指定代理人のみ
が 2.0％、本人または家族が 71.4％、「セラピス
トに任せている」が 20.4％であった。「セラピ
ストに任せている」と「本人または家族」を加
えると 91.8％ となり、両角のアンケートの
「本人または家族に説明」の項目 95.0％とほぼ
一致する。同じく「リハビリの状況を尋ねられ
た場合の対処」については、「本人または指定
代理人のみ」が 2.0％、「本人または家族」が
44.9％、「リハビリ見学時の面会者」が 4.1％、
「セラピストに任せている」が 46.9％ であっ

た。「セラピストに任せている」と「本人また
は家族」を加えると 91.8％となり、両角のア
ンケートのときの本人または家族に説明の項目
93.0％とほぼ一致する。
臨床実習の受け入れという視点から見てみる
と「実習生受け入れの際の契約書」について
は、「学生と交わしている」30.6％、「学校と交
わしている」16.3％、両方と交わしている」
34.7％、合わせて 81.6％であり、両角のアンケ
ート結果の、72.0％より増加傾向にあるといえ
る。「実習による対象者の同意」については、
「口頭で同意を得ている」34.7％となっている。
これは、両角のアンケートの 78.0％より少な
い結果となっている。
（2）本学科での個人情報保護に関する取り組み

について
「本学科での個人情報保護に関して、実習中
に学生を評価することについて、どう思うか」
の質問に対して、67.5％が賛成であり、6.3％
が反対、わからないが 26.2％であった。自由
筆記での反対意見の中に、「めんどくさい」「学
生だけがチェックし、指導者は印を押す程度に
してほしい」など、評価の量に関するものがあ
った。ごく少数であるが、「その都度フィード
バックしているので、必要ない」など、評価用
紙は不必要という意見もあった。
「本学科の個人情報保護に関する評価内容に
ついて」は、「適切である」が 62.5％、「不適切
である」が 1.3％、「どちらともいえない」が
36.2％であった。反対の意見として、「内容が
細かすぎる」が 32.6％、「評価基準がわかりに
くい」が 26.1％、「施設での対応方法に合致し
ない」が 8.7％、「内容がわかりにくい」が 15.2

％、その他 17.4％であった。
「本学科学生の個人情報に関する理解」につ
いては、「充分に理解されている」が 57.5％、
「普通」が 40.0％、「不充分である」が 2.5％で
あった。
「本学科学生を指導したことで、個人情報の
取り扱いに対する考え方や見方が変わったか」
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の質問に対して、「変わった」が 55.0％、「変わ
らなかった」が 45.0％であった。変わったこ
との変化内容としては、「以前より個人情報に
ついて考えるようになった」が 43.3％、「考え
る必要があると感じた」が 19.4％、「新しい知
識を得ることが出来た」が 13.4％、「施設での
対応方法について再検討した」が 4.5％、「他校
の実習での個人情報の対応を参考とした」が
17.9％、「その他」1.5％であった。
その他の意見としては、「見学の記録につい

て氏名を匿名化をすることで、誰のことを書い
ているのかわからない」という指摘や、また

「個人情報を書いてはいけない」と思っている
学生もいて、個人情報をいかに匿名化していく
かが教育として重要ではないかという意見もあ
った。

4．考察と今後の課題
（1）病院・施設における個人情報管理の実態に

ついて
前述のように個人情報保護についての実態に
は大きな変化は見られていないことがわかっ
た。ただ、コンピュータによる患者管理が増加
し、また、外部に繋がっているコンピュータを

表 3 医療機関・介護施設での個人情報管理の現状

項 目 はい いいえ 無回答
「規則」「ガイドライン」を規定している 40 8 1

個人情報保護方針が対外的に公表されている 32 13 4

個人情報保護の教育・研修会が行われている 28 20 1

苦情窓口の設置がされている 39 9 1

カルテなどは、施錠できる場所で保管されているか？ 47 1 1

職員の個人情報の院外持ち出しの対応の検討 29 19 1

用紙廃棄の際のシュレッダーの利用 49 0 0

ケースレポートの一般情報の記載 37 10 2

実習ノート、メモ等の取り扱い規定の指導 40 8 1

実習生の個人情報の院外持ち出しの対応の検討 29 17 3

患者管理名簿がインターネットに繋がっている
か？

独立
している NET・LAN

コンピューター
を使用しない わからない

22 23 0 4

計画書を説明する相手
本人・
代理人 家族を含む セラピストの判断 その他

1 35 10 3

面会者からのリハビリ状況の質問の対応
本人・
代理人 家族を含む 見学者に

説明
誰にでも
説明

セラピスト
の判断

1 22 2 1 23

見舞い時の病室を尋ねられた時の対応
答える 答えない 事務を通す

ように伝える わからない
セラピスト
の判断

6 3 28 3 9

実習生受け入れ時の契約について
学生と
交わす

学校と
交わす

両方と
交わす

交わして
いない

15 8 17 9

実習生による患者の個人情報利用の同意
口頭での
同意

文書での
同意

同意は
得ていない

セラピスト
の判断

17 8 16 8
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使用している施設が増加していることから、よ
り一層の個人情報についての管理体制の強化が
必要になっていること、それに加えて、シュレ
ッダーなど個人情報保護に対する環境の整備が
整ってきたことが伺える。電子媒体や記録用紙
の取り扱いなど学生の間から、適正な内容を理
解し実践できる力が求められていることが分か
る。
次に、病状や治療内容の説明についてみてみ
る。治療方針や現在の状況は重要な個人情報に
指定されておりをその内容を、説明する対象に
も個人の選択と同意が必要とされる。作業療法
では、利用者の生活を支援していくため、退院
・退所後の生活を視野に入れる必要があり、家
族や近親者などと連携する機会が多くなる。ま
た、作業療法場面を見学にくる家族は多く、ま
た退院前の介護方法の指導や、在宅訪問も頻回
に行われている。このことから、作業療法では
本人だけではなく、家族にも治療の方針や現状
を理解してもらうことが重要であり、そのこと
が実践されていると推測される。個人情報保護
の観点で考えると、セラピストに任せていると
いう回答が多かったことには、このような背景
とがあると考えられる。そして、セラピスト個
人に、個人情報保護に関する高い能力が求めら
れているといえるのではないだろうか。実習中
に学生が面会に来ている家族と関わったり、カ
ンファレンスで多職種から意見を求められたり
する場面は少なくない。このような場合には事
前に指導者から十分指導を受けることで卒業後
の臨床活動での実践に生きる力が養われるので
はないだろうか。
個人情報保護のためのガイドライン23）では、

施設の義務として、個人情報保護に関して職員
への研修や教育を行うことが施設の義務とさ
れ、実習生なども職員と同等に扱うとされてい
る。約 8割の実習施設が、契約書の提出を求め
ている事実は、学校および学生が個人情報保護
について真剣に受け止め、対応することの重要
性を再確認する必要性を示しているといえるだ

ろう。実習生の受け入れについて、個人情報保
護法では、掲示して利用者全員に通達すること
や、実習生のカルテの閲覧や転記、施設外での
使用について、個人の同意を得る必要が指摘さ
れている。「学生が個人情報を利用するにあた
って、口頭で同意を得ている」という項目が、
両角のアンケートと比べ減少していたという結
果は、理学療法と比べ、作業療法では利用者の
特徴から実習生が症例を担当する同意を得るこ
とが難しい現実があることが影響していると考
えられる。実際に本学科での実習でも、精神科
の病院や認知症病棟などでは、学生が担当する
ことを、明確にできないケースがあった。しか
しながら、個人の同意は重要なことであり、今
後、作業療法領域で個人情報保護を実践すると
きの大きな課題といえるだろう
（2）本学科の個人情報保護に関する取り組みの

妥当性
アンケートの結果から、実習指導者は本学科
が行っている個人情報保護に関する取り組みに
ついてはおおむね肯定的な見方をしていると考
えられる。そして、この課題を通して、学生が
個人情報について、学ぶことができると同時
に、実習指導者にとっても個人情報について考
える良い機会になったと考えているものが多い
ことが分かる。このことは、もう少し大きな枠
組みでみてみると臨床実習は、学校が臨床現場
に指導をお願いするという一方通行の関係では
なく、学生指導を通して情報を発信し、交換し
ていくことが専門職養成施設の役割として期待
されていると考えられるのではないだろうか。
本学科で使用している基本課題・発展課題の
内容については、検討の視点がいくつか見つけ
られた。この課題は「医療・介護関係事業者に
おける個人情報の適切な取り扱いのためのガイ
ドライン」を参考に、本学科教員が作成してい
る。そのため内容や方法がいくつかの項目につ
いて、一般的な内容（全国私立学校リハビリテ
ーション学校連絡協議会のガイドラインなど）
と比べて、厳しいものになっている。1 つに
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は、年齢で、本校では「何歳台の前・後半」で
示すことにしている。また、前述の一般情報記
録シートに関わる取り決めは、より詳細な内容
を規定している。この手順はかなり複雑であ
り、学生によっては理解不足に陥るものもみら
れる。このような細かな決まりがあることが、
指導者の反対意見「めんどくさい」につながっ
たのではないだろうか。
これらのことから、本学科で設定した課題と
評価方法について、その内容と手順の簡略化、
一般情報記録シート作成から廃棄までの手順、
担当者以外の症例の実習記録作成時に、指導者
が利用者を特定しやすい工夫など、再考すべき
視点であることが分かる。今後は、内容をわか
りやすくし、評価しやすいように、項目を大き
くとらえ基準に対して注釈・説明をつけるなど
の対応策が検討できるのではないだろうか。
実習中に学生が、利用者のニーズや、人が作
業をすることの意味について考え、作業療法を
実施する際に必要な情報が何であるのかを選択
していくことは非常に高度な課題である。本校
でも、この部分については実習で指導を必要と
する課題と位置づけ、具体的な評価方法や内容
までを設定できていないのが現状である。臨床
実習では学生が様々な能力を求められるが、一
つ一つの行動をマニュアルとして指導するので
は、限界があるといえる。この困難な課題につ
いて考え、より充実した実習体験に結び付ける
ために、どのような課題を設定していけばよい
のか、個人情報の視点からより深く考えていき
たい。

終 わ り に

医療、福祉、介護の分野では、利用者の個人
の情報はその業務上欠かせないものであり、ま
たそれ故に個人データの保護は、最重要課題と
もなる。作業療法は、医療・介護の専門職の中
でも個人の価値観や人生に関わる、ある意味で
は重要で、プライベートな内容の個人情報を持
ちやすい職種の 1つであるといえる。また作業

療法の職種の専門性から、利用者は精神障害か
ら身体障害、認知障害まで幅広く、また働く領
域は医療から保健・福祉分野まで多岐にわた
る。そのため、個人情報の管理方法もガイドラ
インに添って行うのが最適とは一概にはいえ
ず、また、セラピストの対応や細かな個人情報
の管理方法は、実習施設それぞれに規則と方針
や考え方があり、対応も複雑で困難さが認めら
れるのが現状である。
専門職養成教育で大きなウエイトを占める臨
床実習について、学内教育で事前に指導し、準
備することは非常に重要なことであるが、学生
にとっては未経験のことであり、講義などでそ
の重要性や方法を伝えきることは難しい。個人
情報についても同じことがいえる。本学科では
個人情報に関しては、学内教育の中で、実習中
に生じることに近い形での演習を実施してい
る。しかし、作業療法士として大切にすべき情
報を選択したり、必要な内容を収集したりする
ことは、卒業後の実践でもかなり難しいといえ
る。
長谷川24）は、この時代の変革期にある法律の
施行を、セキュリティーを守るという狭い次元
にとどめず、利用者と情報を共有し、より良い
治療・指導・援助を実現でき得るチャンスと捉
えて、コンプライアンス・プログラム作成過程
への参加など積極的に関わっていく必要性を述
べている。このように作業療法では、個人情報
を積極的に活用し、利用者自身や他職種と情報
を共有することができるためにも、卒業前の重
要な体験となる実習を通して個人情報につい
て、より深く考えていくことが重要といえるの
ではないだろうか。
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